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Ⅰ．平成２６年度航路標識整備事業補正予算配分方針 
 

 平成２６年度航路標識整備事業補正予算配分方針については、「地方への好循環拡大

に向けた緊急経済対策」（平成２６年１２月２７日閣議決定）の考え方に沿い、「東京

湾における一元的な海上交通管制の構築」を実施する事業に配分する。 

 
東京湾における一元的な海上交通管制の構築 

 津波等の災害発生時において、船舶への警報等の伝達、避難海域等の情報提供を迅

速確実に実施するため、東京湾における海上交通センターと各港内交通管制室を統合

のうえ、これら業務を一元的に実施する体制を構築することとしており、平成２６年

度補正予算では、国際コンテナ戦略港湾である横浜港の国際競争力を強化するための

強制水先の緩和にあわせ、安全対策として、「東京湾における一元的な海上交通管制の

構築」のうち、横浜港の管制機能強化について先行整備を進める。 

 

 

Ⅱ．平成２６年度補正予算配分総括表 

 

 

 

[総事業費] （単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

航路標識整備事業 0 0 0 0 0 0 1,750 0 1,750 1,750 0 1,750 0 0 0 1,750 0 1,750

直轄 0 0 0 0 0 0 1,750 0 1,750 1,750 0 1,750 0 0 0 1,750 0 1,750

補助 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

計 0 0 0 0 0 0 1,750 0 1,750 1,750 0 1,750 0 0 0 1,750 0 1,750

直轄 0 0 0 0 0 0 1,750 0 1,750 1,750 0 1,750 0 0 0 1,750 0 1,750

補助 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

合 計 0 0 0 0 0 0 1,750 0 1,750 1,750 0 1,750 0 0 0 1,750 0 1,750

区 分

「生活者・事業者への支援」 合計
国庫債務負担行為
（ゼロ国債）

小計「地方の活性化」 「災害・危機等への対応」
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Ⅲ．事業別概要

航路標識整備事業 2箇所　　事業費　1,750百万円

津波等の災害発生時において、船舶への警報等の伝達、避難海域等の情報提供を迅速確実に実施するため、
東京湾における海上交通センターと各港内交通管制室を統合のうえ、これら業務を一元的に実施する体制を構
築する。
平成２６年度補正予算では、国際コンテナ戦略港湾である横浜港の国際競争力を強化するための強制水先の

緩和にあわせ、安全対策として「東京湾における一元的な海上交通管制の構築」のうち、横浜港の管制機能強
化について先行整備を進める。

○東京湾における一元的な海上交通管制の構築
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Ⅳ．管区海上保安本部別配分額

１．「災害・危機等への対応」

[直轄事業]

区　　　　分
事業箇所数

（箇所）
航路標識整備事業

（百万円）

第一管区海上保安本部

第二管区海上保安本部

第三管区海上保安本部 2 1,750

第四管区海上保安本部

第五管区海上保安本部

第六管区海上保安本部

第七管区海上保安本部

第八管区海上保安本部

第九管区海上保安本部

第十管区海上保安本部

第十一管区海上保安本部

合　　　　　　　　　計 2 1,750

※補助事業はなし
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Ⅴ．配分箇所の具体事例

１．「災害・危機等への対応」

都道府県名 箇所名 配分額 事  業  概  要

事業内容等

百万円 　規模

神奈川県 京浜港航路標識整備事業 1,257

（横浜市） （本牧船舶通航信号所）

　完成時期

　　平成26年度内

　緊急性

　効果

　横浜港に高性能レーダー、監視カ
メラ、次世代管制支援システム等の
施設を整備することにより、船舶航
行の安全性が確保される。

　国際コンテナ戦略港湾である横浜
港の国際競争力を強化するための強
制水先の緩和にあわせ、安全対策と
して、「東京湾における一元的な海
上交通管制の構築」のうち、横浜港
の管制機能強化について先行整備を
進める。
　なお、「一元的な海上交通管制の
構築」は、国土強靭化基本計画にお
いて、起きてはならない最悪の事態
を回避するためのプログラムに該当
している。

　津波等の災害発生時において、船
舶への警報等の伝達、避難海域等の
情報提供を迅速確実に実施するた
め、東京湾における海上交通セン
ターと各港内交通管制室を統合のう
え、これら業務を一元的に実施する
体制を構築する。
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